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では経済の分野も大変によくなっています。喜ばしいことです。   






































ことですが，韓国人と日本人とは顔はよく似ていますが，仕事に対するアプローチのし方などでは   
121（121）  韓国会計基準の研究（3）   
異なるケースが多いようです。例えば，なにか新しい仕事を行う場合に日本人は，あまり自信はな  

































いと，考えているからです。   
だから，心の中では日本人は少しばかり生意気で威張り屋さんで道義的に若干，問題があるので  
はないかと思っているかもしれません。一方，日本人にとって中国や韓国の「弟」であるとは，ま  
ず誰れもが想像したこともないでしょう。難かしいことですが，このような心理的な大きなギャッ   



































朝鮮半島の夜明けは，もうそこまで来ています。   
韓国会計基準の研究（3）  123（123）   
第2章 貸借対照表  
一 流動員債  
〔第23条〕   
第23条〔流動負債〕において，「流動負債の科目は次のとおりとする。」として，次の12項目を  
あげている。   
1．仕入債務   
一般商取引から生じた買掛金並びに支払手形とする。   
2．短期借入金   
金融機関からの当座借越額と1年以内に返済する借入金とする。   
3．未払金   
一般的商取引以外で生じた債務（未払費用を除く）とする。   
4．前受金   
受注工事・受注品及びその他の一般的商取引から生じた前受金とする。   
5．預り金   
一般的商取引以外で生じた一時的な諸預り金とする。   
6．未払費用   
発生した費用であって支払っていないものとする。   
7．未払法人税   
法人税などの未払額とする。   
8．未払配当金   
利益剰余金処分計算書上の現金配当額とする。   
9．流動性長期負債   
固定負債のうち，1年以内に償還するものなどとする。  




12．その他の流動負債   







は損失で，その金額を合理的に見積ることができる引当金なども含められる。また将来，支払義務   
124（124）  経済と経営 41巻1号  
が発生する可能性のある偶発債務などは会計上の負債には含まれないが，実際に偶発損失が発生す  





























済することが多い。   
しかしながら，負債の概念には，この他にも種々なものがある。例えば，他人資本説や物的二勘  





〔資産＝他人資本（負債）＋自己資本（資本）〕。また，この式は貸借対照等式といわれ，資産は貸   
125（125）  韓国会計基準の研究（3）   
借対照表の借方に記載され，負債・資本は貸方に記入される。そして，資産と負債・資本の合計額  
は等しくなる。もし，等しくならなければ，計算に間違いのないかぎり，その差額はその年度の純  
































り，〔資産＝債権者持分＋出資者持分＋企業持分〕である。   
さらに，AICPAでは「負債（Liabilities）とは一般に認められた会計原則に準拠して認識，測定  
される企業の経済的責務である。」（4）と，オーソドックスに規定されている。そして，会計原則にし  
たがって記録された元帳の締切の際に繰り越される貸方残高の一覧表である，と簿記的に述べてい   



































ことにあろう。つまり，会計認識はこの目的にマッチするものでなければならないのである。   
G・カーは，負債の認識に関して次の3点をあげている。「①負債の存在の確定，すなわち，当該  
項目は負債の定義を満たさなければならないということ。②当該負債の決済に必要とされる経済的  
便益の将来における犠牲の発生確率。③将来において発生する可能性の高い経済的犠牲の量的表現   



















二 固定負債  





する。   
2．長期借入金  
1年後に返済する借入金とし，借入先別借入金，借入用途，利息率，償還方法などを注記として  
記載する。   
3．長期性仕入債務   
流動負債に属さない一般的商取引で生じた長期の買掛金及び支払手形とする。   
4．長期負個性引当金  
1年後に使用する引当金とし，その使用目的を表わす科目に記載する。   
5．繰延法人税貸   
一時的な差によって法人税費用が法人税法などの法令により納付すべき金額を超過する場合，そ  
の超過する金額とする。   
経済と経営 41巻1号   128（128）  
6．その他の固定負債   




































となり，利益の配当を受け取ることが可能となる。つまり，転換社債は社債としての安全性と株式   
129（129）  韓国会計基準の研究（3）   

































らない。   
また，抽せんによって償還されるべき社債が決定された場合には，その社債を社債未払金勘定に  
振り替えて，他の社債と区別しなければならない。買入償還とは社債発行会社が証券市場から任意  
に買入償還する方法である。この場合の買入価額は，その時々の市場価額であるから，額面額と一   


































足したもののみが引当計上が可能となるのである。   
また，SHM会計原則によると（8），リザープとは，（1）その主たる効果として，資産の金額からの控  
除を意味する評価性準備金の性格をもつこと。（2）未払費用の性格をもち，ただその金額が多少とも  
見積りによるという理由から準備金と呼ばれているもの。（3）剰余金の処分ないし限定を意味する準   





































債償還のための減債基金などと同じ考え方であるが，この方法は退職給与基金といわれている。日   
経済と経営 41巻1号  132（132）  
韓では，退職給付基金は貸借対照表の投資その他の資産の部に記載されることになるのである。  


















三 資本金  
1 資本概念  










されている。   
第2に，資本は企業持分であると認識する。つまり，負債は資産に対する債権者持分を表わし，  
資本は資産に対する企業主持分を表わすことになろう。それゆえに，企業の持分合計額は資産合計  
額と等しくなる。この考え方を数式で表わすと，〔資産＝持分〕の等式が成立する。しかし，持分概   
133（133）  韓国会計基準の研究（3）   
念で負債・資本項目の全部を説明することには，少し無理があるようである。例えば，準備金や横  













除外したものが資本であるという考え方に立つのである。持分説の逆な論理であろう。   
第6に，パッチによれば（10），資本とは「株式会社への資産の委託または留保利益の振替えから生  
じ，法律によって認められる場合を除いて引出しや減少が行われない株主持分の一部である。」とい  



















（CapitalandSurplus）という用語に表わされてる。」（11）と，2つに分類されている。   
第2には，記録・計算・分類とは何を前提として行うのであろうか。もちろん，それは複式簿記   



































ろう。   
株式会社は各種の企業形態の中で，もっとも代表的な普遍性の高い会社形態である。株式会社は  
株主の出資額を限度とした有限責任制であり，多数の株主から多額の資本を調達する場合に有利な  
制度である。また，株主は株式の自由譲渡制によって随時に投資関係を解消することができる。こ   
135（135）  韓国会計基準の研究（3）   
の有限安任制と自由譲渡制とが株式会社における資本調達の基本的な特徴となっている。そして，  
現在の株式会社を中心とした大規模会社形態では，多大な資本調達などにより所有と経営が分離さ  

































の資本金となるのである。   
その法的根拠は株式会社で発行する株式は，商法第199条において「会社ハ額面株式若ハ無額面  
株式又ハ其ノ双方ヲ発行スルコトヲ得」と規定されているので，額面株式と無額面株式あるいは両   


































ほとんど，その事例をみない。この他に，償還株式，転換株式，無議決権株式などが存在する。   
そこで，株式会社の資本金の増加，いいかえると増資は会社設立後，経営の継続中に資本金が増  
加することをいう。増資には実質的増資と形式的増資とがある。前者には新株の発行などがあり，  
その額だけ会社の資本金が増加するとともに，その額だけ純財産の増加をもたらすことになる。後   
韓国会計基準の研究（3）  137（137）  
者は法定準備金の資本組入れなどのように，法定準備金を資本金に振り替えるだけなので，純財産  




































社に包括的に継承された分に対して新株が発行され，乙会社の株主に交付した場合に，甲会社の資   
経済と経営 41巻1号  138（138）  
本金は増加することになる。  


































記載する。」と，規定されている。この条文は新株申込証拠金の記載の方法や，注記の方法などにつ   
139（139）  韓国会計基準の研究（3）   
いて規制したものである。それゆえ，この条文の説明は，とくに必要としないであろう。よって，  
ここの説明は省略したい。   
四 資本剰余金  
〔第31条〕   
第31条〔資本剰余金〕において，「資本剰余金の科目は次のとおりとする。」と，説明されている。  
1．株式発行超過金   
株式発行価額（増資の場合に新株発行手数料など新株発行のために直接生じたその他の費用を差  
し引いた後の価額をいう。以下同じ）が額面価額を超過した場合，その超過した金額とする。   
2．減資差益   
資本減少の場合に，その資本金の減少額が株式の消却，株金の返還に要する金額及び欠損の補填  
に充てた金額を超過したときのその超過金額とする。ただし，資本金の減少額が株式の消却，株金  
の返還に要する金額に満たない金額がある場合には，同金額を差し引いた後の金額とする。   
3．その他の資本剰余金   
自己株式処分利益で自己株式処分損失を差し引いた金額及びそれ以外のその他資本剰余金とす  


















たすが，その発生源臭が異なるために区分されるのである。   
剰余金は資本剰余金と利益剰余金とに分類される。資本剰余金は，資本の修正や更正などによっ  
て生じたものであり，それが企業内部にリザープされた部分である。利益剰余金は企業の経営活動  
により生じた利益の留保部分である。この両者は期間損益計算の適正化を図るためにも，厳重な区   


































ことができるのである。   
一方，会社設立に際して発行される無額面株式については，その資本絶入額は5万円である。そ  
のため，発行価額が9万円ならば5万円が資本金に組み入れられるから，株式払込剰余金に組み入  
れられる金額は4万円となる。しかしながら，この規定は会社設立の際のケースで，会社設立後の   






































本の修正という意味で資本剰余金として処理されることになるのである。なお，韓国の企業会計基   
142（142）  経済と経営 41巻1号  
準では合併差益は資本剰余金として認められていない。  

































（4）保険差益   
保険差益とは，法人税法施行令第85条によると，保険金などの額から滅失した固定資産の滅失直  
前における帳簿価額を控除した残額をいうことになる。すなわち，建物，器具備品などの固定資産   














処理しているが，これはアメリカの税法で正式に費用として認めているからである。   
五 利益剰余金  





1．利益準備金   
商法の規定により積み立てた金額とする。   
2．その他法定積立金   
商法以外の法令の規定により積み立てた金額とする。   
3．任意積立金   
定款の規定又は株主総会の決議により積み立てた金額で，事業拡張積立金・減債積立金，配当平  
均積立金・欠損補填積立金及び税法上積立て一定期間が経過した後に戻し入れる準備金などとする。   
4．次期繰越利益剰余金又は次期繰越欠損金   
当期の利益剰余金処分計算書の次期繰越利益剰余金又は欠損金処理計算書の次期繰越欠損金と  






言えば，利益剰余金（商法では利益準備金という）とは，日本の商法によれば毎決算期に利益の処   





































債積立金や労働協約に基づく退職給与積立金などがある。   
これに対して，特定目的のない積立金は別途積立金ともいわれ，いかなる目的にも対応できる横   
























規則第116条においても「一 任意積立金繰入額，二 その他の資本剰余金繰入額，三 利益準備  
金繰入額，四 資本準備金繰入額」と規定されている。だが，この規定の意味は，第115条に規定  
される損失金処理計算書における損失処理の記載項目の区分表示を示しているだけで，直接に欠損  











紹介されてからである。それ以来，百数十年の歴史があり，その間に積みあげられてきた理論的・   
146（146）  経済と経営 41巻1号  















〔第33条〕   
第33条〔資本調整〕において，「資本調整の科目は次のとおりとする。」として，次の6項目が規  
定されている。  
1．株式割引発行差金   
株式発行価額が額面価額を下回る場合，その額面に満たない金額とする。   
2．配当建設利益   
開業前の一定期間内に株主に配当した建設利息とする。   
3．自己株式   
会社が発行した株式を株主から取得した場合のその取得価額とし，その取得経緯及び事後処理計  
画などを注記として記載する。   
4．未交付株式配当金   
利益剰余金処分計算書上の株式配当金額とする。   
5．投資有価証券評価利益（又は投資有価証券評価損失）   
第59条第2項及び第3項並びに第60条第3項の規定により生じた投資株式の評価損益又は投資  
債権の評価損益とする。   
6．海外事業換算貸（又は海外事業換算借）   
第69条第2項の規定により発生した海外支店などの外貨換算利益（又は外貨換算損失）とする，  
と規定されている。   
以上の問題点に対し，商法の考え方を中心に検討してみよう。  
1．株式割引発行差金   
日本では，昭和56年の商法改正において現行の規定に改正された。改正前の商法では額面株式に  
ついて，発行価額が額面額を超える額については株式発行差金として資本準備金に組み入れられて   







本では，このような場合に株式の発行は認められていない。   



















なくして配当なし」という基本原則の唯一の例外でもあるからである。   







認めている。なお詳しくは，日本の商法第210を参照してもらいたい。   
4．未交付株式配当金   
これは，利益剰余金処分計算書において未交付の配当金の金額を記載することである。未交付の  
株式配当金であるから，辞記的には未処分利益のままであろう。よって，これは簿記上の問題なの   
148（148）  経済と経営 41巻1号  
で，説明は省略したい。   





合には，回復する見込がある場合を除いて評価減することになるのである。   






























らないであろう。その他に，これからの会計原則の在り方としては，会計原則自体の進化や深層化   
149（149）  韓国会計基準の研究（3）   
つまり，ディープ・プランの確立とその達成が大きな課題の一つになるであろう。韓国の企業会計  







則は大きな使命を負っているのである。   
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